グローバル経済体制下における再生可能エネルギー促進政策の行方 : カナダ・オンタリオ州におけるローカルコンテンツとWTOの議論を巡って by 道満 治彦 et al.
１. はじめに
(１) 研究の背景    年６月, 再生可能エネルギー分野において, 世界貿易機関 (   ) で争われた最初の








資する再生可能エネルギーの野心的な目標の提示とその導入拡大が, 国連環境計画や世界銀行,  などからも求められているのである｡ 言い換えるならば, 元来のローカルコンテンツ要求
を巡る論争の中では一国 (もしくは一地域) の財・サービスを優遇しているか否かだけが焦点
となっていた｡ だが, 再生可能エネルギー分野は全世界的な環境問題の解決と経済成長を両立






道 満 治 彦
１) ローカルコンテンツ要求とは, 外国企業の進出に際し, 受入国が一定の割合以上の部品等の現地
調達を義務づける政策である｡ 固定価格買取制度とは, 一定価格で一定期間, 再生可能エネルギーで
発電された電気を電力会社 (送配電事業者等) に買取を義務付ける政策である｡
なお, 本稿では, ｢一般的な政策としての            (   )｣ と, ｢オンタリオ州固有の制度





あるカナダ・ケベック州, イタリア, フランス, スペインに加えて, 新興国である中国, イン








ローカルコンテンツ問題は, 環境政策およびエネルギー政策, 国際経済学, 開発経済学などさ
まざまな領域に渡る研究課題である｡
さてオンタリオ州は,     年からグリーンエネルギー法 (                              ) において, 本格的に固定価格買取制度を導入した｡ オンタリオ州は (１) 気候変
動対策, (２) コミュニティ・先住民の発展, (３) 新たな緑の経済・産業政策として, 再生可
能エネルギー産業を位置づけてきた｡ オンタリオ州における特徴的な取組みは, 先住民・コミ
ュニティへの優遇措置とローカルコンテンツ要求が制度の根幹を為していたことである｡ 前者
については, 道満 (    ) の中で先住民・コミュニティ中心の事業の買取価格の優遇措置とフ
ァイナンススキームでの支援制度について, 日本の動向との比較分析を行った｡ 他方, 本稿で
扱う後者のローカルコンテンツ要求は, 材料や部品のみならず, サービス分野も対象とされて
いる２)｡
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上げたものである｡ これらの研究は分析手法として, (１) 再生可能エネルギーによるコミュ
ニティの形成に重点を置くもの (古屋 (    ), 道満 (    )) や, (２) 固定価格買取制度の
国際比較 (     他 (    ),       (    )), あるいは (３) 固定価格買取制度による再生
















































































のフレームは再生可能エネルギー関連産業 (あるいは環境関連産業) であろうが, その他の財
における一般的なローカルコンテンツ要求の対立軸と基本的には変わらない｡ というのも, 再
生可能エネルギー分野にあっても, 賛成派が最も強調するのはローカルコンテンツ要求がいか
に ｢(グリーンな) 雇用創出と産業育成｣ を引き起こし, 域内経済の活性化に寄与するかとい
うことである｡ 他方で, 反対派が強く批判するのは, ローカルコンテンツ要求を資源配分の効
率性の観点から見ると市場原理に反し, 理論的にも政策的にも ｢自由貿易システム｣ を歪めて






きたい｡ まず          (    ) は                   (    ) の議論を発展させる
形で利益と限界を再整理した上で, 持続可能なエネルギー貿易合意 (                              ) を目指し概念の整理をするとともに, ローカルコンテンツ要求を足がか
りに政策目標や適切な域内調達率の設定, あるいは離脱の時期などについて議論している｡ 次
に, インドにおけるローカルコンテンツ要求政策について分析した               
(    ) に代表されるように各国のケーススタディについての研究が多い｡ 中でも,           (    ) は南アフリカの事例に着目しながらも, 再生可能エネルギーやそれ以外の






与したなどと指摘する一方で, 指摘された懸念やローカルコンテンツ要求の限界として, 例えば, 新
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図表２ 各国におけるローカルコンテンツ要求の動向
国 発電種別 市場規模 政 策
域内調達率






インド 太陽光 非常に大きい 固定価格買取制度の要件
   ％ (結晶系太陽光パネル,     )   ％ (全てのセル・モジュール,     )
スペイン 風力 大きい 市場への参加の要件   ％ (    )
イタリア 太陽光 大きい ５～  ％のボーナス 変動あり (    )










  ％ (    )    ％ (    )
風力 大きい   ％ (    )    ％ (    )
ケ ベ ッ ク
(カナダ)
風力 小さい 競争入札の要件   ％ (    )   ％ (    )
ブラジル 風力 大きい ブラジル開発銀行のローン貸出要件   ％ (    )   ％ (    )
(出典)                    (    )
(筆者注) インドに関しては出典元で誤りがあったため, 筆者が修正している｡ (原典では,   ％ (    ),   ％ (    ))












オ発電会社 (   ) と, 送配電部門のオンタリオ・ハイドロ・サービスに分社化された｡ そ
の後,     年の電力再編法によってオンタリオ州電力庁 (   ) が設置された９)｡    年に   制度が導入されている｡ オンタリオ州では, この   制度に基づく調達目
標として,     年までに電力の５％,     年までに  ％を再生可能エネルギーで発電すること
を定めていた (     (    ))｡    年には, 再生可能エネルギー標準契約プログラム (     ) を導入した｡ 同制度は,










９) なお,     年に組織改編が行われ,    はオンタリオ独立系統運用機関 (    ) と合併し, 機能
は合併後の    に引き継がれた｡  )                                      (                 ) を参照｡                                        ‒      ‒        ‒     ‒      ‒       ‒    
月成立) に基づいて, 小規模のものだけではなく, 中・大規模発電も含めた本格的な固定価格














ショック以降のカナダの自動車産業事情をまとめた鈴木 (    ) によると, カナダにおける自




商用車が   ％, 自動車全体で   ％の減少となっている (図表３)  )｡ 自動車産業は一般に経
済波及効果が大きく, オンタリオ州の主力産業でもあり, 州内経済への影響が危惧されていた｡
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  ) 大臣指令 (    年４月５日, および    年７月  日) によって買取価格の変更などの制度調整が
行われた｡                                                    ‒         ‒                                                             ‒    ‒  ‒  ‒           ) この改正から先住民やコミュニティ参加プロジェクトへの優遇措置の対象として, 地方自治体・公
共部門 (主に公立大学, および公立の学校, 病院, 介護施設等) が追加された｡  ) 大臣指令 (    年６月  日) において, ローカルコンテンツ要求の修正などを中心に, 固定価格買






乗用車 トラック 合 計 乗用車 トラック 合 計
オンタリオ州                                             
ケベック州                        
カナダ合計                                             
オンタリオ州
の割合 (％)
                        
(出典) 鈴木 (    )
図表３ カナダおよびオンタリオ州における自動車の生産台数の動向
乗用車 商用車 合 計
デトロイトスリー
のシェア (％)                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              















まず整理したい｡ 買取対象となるのは, 太陽光, 風力, 中小水力, バイオマス (バイオガスや
廃棄物ガスを含む) で発電された電力で,   年間同じ固定価格で買取る (図表４)  )｡ 小規模
のコミュニティ向けで    以下の    ‒   と, 大規模事業者向けの    を超える    
‒      という２つに分類されている｡ 主に    ‒   は家庭や小規模の事業者向けであ
り,     ‒       は大規模事業者向けである｡ 買取価格や制度変更はオンタリオ州のエネ
ルギー大臣指令などをもとにして,    が定めるとされている  )｡
(２) 先住民やコミュニティ参加の再生可能エネルギープロジェクトへの優遇措置
先住民は,     年カナダ全体で, 約   万人が認定されている｡ そのうち, オンタリオにお
ける先住民の人口は約  万人 (州人口の  ％) で, オンタリオ州における先住民人口は連邦
全体の   ％にあたる  )｡
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  ) グリーンエネルギー法の前文では ｢オンタリオ州政府はよりクリーンなエネルギー資源による再生
可能エネルギープロジェクトの成長を促進し, 再生可能エネルギープロジェクトの障壁を取り除きか






(    ) 買取価格(    ) 買取価格 (    ) 買取価格 (    ) 買取価格 (    )
太陽光
(屋根)
    以下                      ‒         
(    ‒     )                   ‒         
(   ‒     )                     超         ― ― ―
太陽光
(地面)
    以下                        ‒                              ‒５          ― ― ―
５  超    
風 力 全容量                    
中小水力
    以下                        ‒            
バイオマス
    以下                        超      
バイオガス
(牧場)
     以下                         ‒                        
バイオガス
(その他)
     以下                       ‒                超        
廃棄物系
ガス
    以下                       超        
(出典)                      (    ),    および    資料より筆者整理









風 力         ～    全額加算
太陽光
(屋根用以外)
        ～     ～  ％を加算
水 力         ～     ～  ％を加算





価格に加えて優遇措置が適用されている (図表５および図表６)｡ この制度は, 特に資金調達
に課題のある先住民や協同組合に対して支援することが目的である  )｡
また, 先住民に対しては, 固定価格買取制度による優遇措置だけではなく, (１) 債務保証
プログラムや (２) 先住民エネルギーパートナーシッププログラム (    ) が導入されてい
る｡ 先住民エネルギーパートナーシッププログラムの先住民再生可能エネルギーファンド
(    ) では, 再生可能エネルギーのプロジェクト数に応じて事業開発や組織構築などに対
して支援されている  )｡ また, コミュニティ参加のプロジェクトに対しても, コミュニティ・
エネルギー・パートナーシップ・プログラム (    ) が導入されており, 同様の支援が行わ
れている  )｡
こうした取り組みは先住民を含めたコミュニティベースでの経済社会を形成することを目的
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                          ‒           ‒     ‒   ‒                 ‒                                ‒           ‒     ‒   ‒                 ‒        ) 先住民や地域コミュニティ参加プロジェクトに対する支援の根拠が下記で示されている｡
先住民は,                                   ‒                   ‒          ‒       ‒  , コミュニティは                                  ‒                   ‒          ‒       ‒  で示されている｡  )     については下記のリンクを参照｡                                 ‒        ‒      ‒      )     については下記のリンクを参照 (リンク切れ)｡                                         
図表６ 2012年以降の先住民・コミュニティ参加への優遇価格
先住民参加 コミュニティ参加 地方自治体・公共部門
参加度 (所有) (％)   ‒      ‒     ‒      ‒     ‒      ‒  






(１) 高い州内調達率, (２) 原材料や部品に加えてサービス分野も対象としたことである｡
制度制定後から   の裁定までは固定価格買取制度適用の条件としては,   ～  ％の高い
域内調達率を満たす必要があった (図表７および図表８)｡ 対象となっているのは風力発電お
よび太陽光発電である｡ 具体的には,     を超える大規模発電を対象とする            
では, 風力発電が  ％ (    年～    年) の域内調達率を設定され, 後に  ％ (    年～    
年) の調達率が設定された｡ 太陽光発電については当初  ％ (    年～    年) に域内調達率
が設定された後,   ％ (    年～    年) に引き上げられた｡     以下の小規模発電を対象
とする    ‒   では, 太陽光発電で  ％ (    年～    年) に設定された後,     ‒      と同じ  ％ (    ～    ) に引き上げられた｡












結晶シリコン型 薄膜型 電子回路組み込み型           
(出典)    資料
オンタリオ州政府と韓国連合を形成する韓国電力公社 (     ) およびサムスン電子は    年１月に再生可能エネルギー関連産業の誘致と雇用創出に関する協定を結んでいる  )｡ 同
協定は,       の太陽光発電および風力発電による電気を生み出すために  億カナダ・ド
ルの投資をする契約で, 発電された電力を  万世帯以上に供給するというものである｡ この過
程では, 機器産業, 発電事業, 関連事業で約  万人の新たなグリーンジョブの創出が見込ま
れていた｡










阿部・関根 (      ) などを参照しながら,    紛争処理小委員会 (パネル) および上級委
員会での議論の要点を抑えておきたい｡ なお, より詳細な内容については同文献に譲る (図表
９)｡





の設置要請を行い, 同年７月にパネルが設置された｡   はこの後, 同年８月に協議要請を行
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  ) オンタリオ州政府のニュースリリース (    年１月  日付)                                           ‒        ‒      ‒       ‒     ‒             )      (旧   ) ホームページを参照｡                                     ‒        ‒          ‒     ‒      ‒            ) ｢ ｣ 内は阿部・関根 (     )       ‒   から引用｡
い,     年１月にパネル設置要請およびパネル設置が行われた｡
このパネル報告から見るに, 論点は, (１)      協定第２条１項および    第３条４
項に違反するか, (２) 補助金協定に違反するか, である｡




る｣ と主張している｡ 一方で, 被申立国のカナダの主張は, ｢   プログラムを実施するため
の法制度は, 同条項にいうところの 『政府用として購入する産品の政府機関による調達を規制




連投資措置に該当する｣ とした｡ その上で, カナダが主張した   が政府調達に該当するか
どうかについては,     第３条８項に該当しないため,     第３条の規律対象から除外
はされなかった｡ よって, 申立国側の主張が認められ, オンタリオ州のローカルコンテンツ要
求は     協定第２条１項および    第３条４項に違反するという結論となった｡
次に (２) 補助金協定に違反するかである｡ 申立国は補助金協定第  条 ( ) と第  条を
根拠に,      協定と    だけでなく,    プログラムが補助金協定にも違反すると主
張している｡ これは, ｢   プログラムは, オンタリオ州産品を一定割合以上使用することを
グローバル経済体制下における再生可能エネルギー促進政策の行方   




れる補助金｣ であり, 補助金協定第  条 ( ) が規定する禁止補助金に該当する｣ というもの
である｡ ここで問題になったのが, オンタリオ州のローカルコンテンツ要求が補助金協定上の
｢補助金｣ に当たるかどうかである｡ 第１条で補助金協定上の ｢補助金｣ が定義されている｡
主に, 日本は第  条 ( ) (１) ( ) における直接移転に伴う措置又はその可能性があるとし
た一方で, 同 ( ) (２) にいう所得又は価格支持に該当するという主張に立っている｡ また
申立国は, カナダが   プログラムにより利益がもたらされているとし, ① ｢   プログラ
ムのもとで, 再生可能エネルギー発電事業者は, 市場ベンチマークよりも高い固定価格で売電
することができるので, 利益がもたらされる｣, ② ｢   プログラムの性質自体が利益をもた
らすものである｣ というのが大きな理由である｡
一方で, 被申立国は ｢   プログラムは再生可能エネルギー発電事業者から   が電力購
入するものであるため, 補助金協定第  条 ( ) (１) (  ) にいう政府による物品の購入に該




この補助金協定に違反するかどうかのパネルの判断は, まず補助金協定第  条 ( ) との関






カナダは ｢   プログラムは    第３条８項 ( ) の要件を満たし,     第３条４項
と     協定第２条１項とに違反しないと認定するように｣ と主張している｡ 一方で, 申立
国は ｢    第３条４項と     協定第２条１項に違反するとのパネルの結論を支持する
よう｣ 主張している｡ 上級委員会は, この点に関してパネルの判断を支持し, 加えて    
第３条８項 ( ) の規定する政府調達にも当たらないとした｡
一方で, 補助金協定については, パネルでは補助金協定に規定される ｢利益｣ を得ているか
が立証されなかったとして補助金規定違反を認定していない｡ しかし上級委員会では, ｢  
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(３) WTOの裁定による余波と減速するオンタリオ州の再生可能エネルギー政策   の裁定によって, オンタリオ州の固定価格買取制度は存続が可能となったが, 一方で     協定第２条１項および    第３条４項に違反するローカルコンテンツ要求は撤廃
せざるを得なくなった｡ まず    年には, 調達率が  ～  ％程度へと引き下げられた｡    ,    ‒   問わず, 風力発電  ％, 太陽光発電 (結晶シリコン型)   ％, 太陽光発電 (薄膜
型)   ％, 太陽光発電 (電子回路組み込み型)   ％となっている｡ その後,     年７月にロー
カルコンテンツ要求規定は廃止された｡
加えて, 同時期にサムスンとの協定における投資額の削減が公表されている｡ 当初      の太陽光発電および風力発電による電気を生み出すために  億カナダ・ドルの投資を行













  ) 阿部・関根 (     )      参照｡  ) オンタリオ州政府ニュースリリース (    年６月  日付) 参照｡                                       ‒         ‒       ‒   ‒   ‒    ‒             ) オンタリオ州政府ニュースリリース (    年  月２日付) 参照｡                                       ‒       ‒   ‒    ‒      ‒   ‒                                     
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出状況をまとめている (図表12)｡ この中で, 太陽光モジュールの分野においては, 実際に生
産能力を持つ企業としてカナダ国内の企業であるカナディアン・ソーラーなどがある一方で,
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図表12 オンタリオ州における太陽光モジュール産業の立地
参入を表明した企業




(出典)               (    ) および   ‒    (    ) から筆者作成
海外企業の中でもイタリア資本の     はオンタリオ州に定着した企業の例として挙げら
れる｡      は北米最初の太陽光モジュールの工場を    年４月から稼働させている  )｡ オン























  )      ニュースリリース (    年４月  日付) 参照 (リンク切れ)｡                                             ‒                      )      ニュースリリース (    年３月  日付) 参照｡                   ‒                                                        )                                                   (    年２月  日付) 参照｡                                   ‒   ‒   ‒    ‒     ‒     









の過程を通じて, 少なくとも現行の制度枠組みにおいては ｢グリーン補助金｣ などとは異なり
特恵的な仕組みは認めないということが結論づけられたのである｡
ここでオンタリオ州の状況を振り返ると, 同州の固定価格買取制度は (１) 気候変動対策,
(２) コミュニティ・先住民の発展, (３) 緑の経済・産業政策を基本的な柱としている｡ ロー
カルコンテンツ要求は大きく分けて, このうち第３の柱である緑の経済・産業政策に基づくも

















カルコンテンツ規制｣ から ｢ローカルサービス規制｣ への転換が必要なのである｡ この点は別
稿にて論じていきたい｡
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